外国人観光客受入れ対応ガイドライン改訂

観光庁、添乗員なしツアー受入開始で

　観光庁は9月7日から添乗員の同行を伴わないパッケージツアーの受入を開始するのにあたり、6月に策定した「外国人観光客の受入れ対応に関するガイドライン」の内容を改定した。
添乗員付きツアー同様に旅行会社または旅行サービス手配業者がツアー参加者の受入責任者となることを求めたほか、ツアー実施中に旅行業者等と常時確実に連絡が取れる体制を構築すること。さらに旅行業者はツアー参加者に入国後に連絡を取り、感染防止対策の徹底等について注意喚起を行うことなどを求めた。
今回の水際対策の緩和により、訪日後の行動などによる自由度は増すものの、依然として入国にはビザが必要であること。さらに旅行会社が受入会社となることが引き続き求められているなど、観光目的における入国のハードルはまだまだ残されており、国際観光の本格再開に向けてこれらの課題をいかに早期に緩和・撤廃するのかが今後のカギとなりそうだ。
旅行会社が受入責任者となることが引き続き条件

ツアー参加者と常時連絡を取れる体制構築求める

今回のガイドラインの改訂は添乗員の同行を伴わないパッケージツアーの実施にあたり、旅行業者、旅行サービス手配業者、宿泊事業者などの各観光関係者が留意する事項をまとめた。
感染防止対策については、現在日本国内で運用されている方針や考え方に即して対応を行うことが前提であり、ツアー実施中、感染防止対策の方針等の適用に迷う場面では、ツアー参加者は周囲の状況に照らして判断するとともに必要に応じて旅行業者等へ相談することとした。
添乗員なしのパッケージツアー実施にあたっては旅行業法の登録を受けた旅行業者または、旅行サービス手配業者がツアー参加者の受入責任者となること。そして、ツアー参加者の入出国時の往復航空券と滞在期間中のすべての宿泊施設の手配を行うことを求めた。
ツアー販売時には参加者に対して基本的な感染防止対策の徹底。民間医療保険への加入。Visit Japan Webへの事前登録とファストトラックの使用などについて説明を行い、同意を求めることとした。
また、ツアー実施中に旅行業者等と常時確実に連絡が取れる体制を構築することを求めた。連絡体制の構築方法としては携帯電話に電話をかけつながることを確認すること。またはメールやSNSのメッセージ、ショートメールサービス等を送信し、返信を確認することなどとした。
ツアー実施中は旅行会社等はツアー参加者に対して、入国後に連絡を取り、感染防止対策の徹底などについて注意喚起すること。旅行会社等はツアー参加者から感染防止対策の適用に迷う場面等、相談を受けた場合には適切に対応することを求めた。
陽性者発生時など緊急時の対応においては、旅行業者等は症状者が発生した場合、有症状者のツアーからの速やかな離団や医療機関への受診対応、濃厚接触者の範囲の特定、待機期間中から帰国までのサポート体制を構築することなどを求める。
さらに、旅行業者等はツアー参加者が陽性者や濃厚接触者となった場合に発生する諸費用を補償範囲に含む保険へ加入することが望ましいとした。
　早期のビザ緩和が今後の課題に

今回の水際対策の緩和で添乗員なしのツアーの受入が可能となったことは訪日インバウンドの復活に向けた一歩であると言えるが、欧米を中心とした旅行者の大半はFITでの来日が中心。
さらに、入国にあたってビザ取得が求められることが依然として課題として残る。ある旅行業界の関係者は「ビザ緩和がコロナ前の状況に戻ったときが初めて国境再開となる」と指摘している。
1日あたりの入国者制限の早期撤廃とあわせて、より踏み込んだ規制緩和をいかに早いタイミングで実現することができるのかが、今後の大きな焦点となるといえそうだ。
